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（百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 35,446 8.8 1,199 28.2 1,196 16.7 1,889 143.1

2025年３月期 32,582 12.9 935 － 1,024 － 777 －

（注）包括利益 2026年３月期 1,949百万円（－％） 2025年３月期 △83百万円 （－％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年３月期 214.12 － 5.2 2.3 3.4

2025年３月期 83.36 － 2.1 1.9 2.9

（参考）持分法投資損益 2026年３月期 －百万円 2025年３月期 －百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 53,055 37,212 69.2 4,213.08

2025年３月期 53,016 37,107 68.8 3,968.68

（参考）自己資本 2026年３月期 36,728百万円 2025年３月期 36,471百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年３月期 △2,471 2,047 △2,165 11,422

2025年３月期 △1,823 396 △2,097 14,016

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年３月期 － 30.00 － 50.00 80.00 743 96.0 2.0

2026年３月期 － 40.00 － 60.00 100.00 878 46.7 2.4

2027年３月期（予想） － 50.00 － 55.00 105.00 42.5

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 36,500 3.0 1,650 37.6 1,650 37.9 2,300 21.7 247.29

１．2026年３月期の連結業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（注）「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

３．2027年３月期の連結業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）



（１）期中における連結範囲の重要な変更： 有

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無

③  会計上の見積りの変更                ： 無

④  修正再表示                          ： 無

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年３月期 9,900,000株 2025年３月期 10,900,000株

②  期末自己株式数 2026年３月期 1,182,343株 2025年３月期 1,710,224株

③  期中平均株式数 2026年３月期 8,826,290株 2025年３月期 9,325,879株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年３月期 27,233 10.5 475 △8.3 1,007 △0.5 1,703 190.3

2025年３月期 24,649 19.3 518 － 1,012 － 586 △38.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2026年３月期 193.01 －

2025年３月期 62.92 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年３月期 42,423 28,309 66.7 3,247.32

2025年３月期 42,559 28,435 66.8 3,094.29

（参考）自己資本 2026年３月期 28,309百万円 2025年３月期 28,435百万円

※  注記事項

新規 － 社、　除外 1 社　（社名）DKKシノタイエンジニアリング株式会社

（注）詳細は、添付資料15ページ「３.連結財務諸表及び主な注記(５)連結財務諸表に関する注記事項（連結の範

囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）」をご覧ください。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（３）発行済株式数（普通株式）

（参考）個別業績の概要

１．2026年３月期の個別業績（2025年４月１日～2026年３月31日）

（２）個別財政状態

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、添付資料４ページ「１.経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。

当社は、2026年５月20日（水）に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会をライブ配信にて開催する予定です。

この説明会で使用する決算説明資料については、開催日に当社ウェブサイトに掲載する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、一部に弱さがみられるものの緩やかに回復しております。生産活動は一

進一退の動きとなっておりますが、物価高の影響で弱含んでいた消費は持ち直しており、高水準の企業収益を背景

に設備投資が底堅く推移しております。

　一方、商品市況の高止まりや人件費の高騰は継続しており、為替相場の変動や地政学的リスク、さらには中東情

勢の緊迫によるエネルギー・原材料価格の高騰リスクなどから、事業を取り巻く環境は、依然として先行きが不確

実な状況となっております。

　当社グループの関係しております電気通信関連業界におきましては、移動通信関連分野では、通信品質改善に向

けた一部の顧客の設備投資需要の回復が継続しております。固定無線関連分野では、自治体の防災体制の強化に向

けた防災行政無線の需要が継続しており、防衛関連分野においては防衛費予算の増額の影響から引き続き堅調に推

移しております。放送関連分野においては放送事業者によるメンテナンス需要が改善傾向にあります。高周波応用

機器業界におきましては、米国の関税政策を発端とした自動車関連分野における設備投資需要停滞の影響が見られ

ました。

　このような事業環境の中、当社は2027年度（2028年３月期）を最終年度とする中期経営計画「DKK-Plan2028」に

おいて基本方針に掲げた収益創出体制の確立による成長の実現に向けて、「事業構造改革」、「経営資源の最適

化」、「サステナビリティ経営の発展」を重点施策として推進いたしました。

　その結果、受注高は前年同期比11.8％増の388億７千３百万円となり、売上高は前年同期比8.8％増の354億４千

６百万円となりました。

　利益の面では営業利益は前年同期比28.2％増の11億９千９百万円、経常利益は前年同期比16.7％増の11億９千６

百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、前年同期比143.1％増の18億８千９百万円とな

りました。

　セグメントごとの業績は次のとおりであります。（報告セグメント等の業績については、セグメント間の内部売

上高等を含めて記載しております。）

（電気通信関連事業）

　当事業では、移動通信関連分野においては、一部の顧客において通信トラフィック増加に対する通信品質改善に

向けた設備投資需要として、５G向けのアンテナ・無線装置に加え、鉄塔やメンテナンスの需要に回復の動きが見

られております。固定無線関連分野では、各自治体における防災体制強化とデジタル化の動きに伴う防災行政無線

の需要が、緊急防災・減災事業債の期限を見据え、継続いたしました。なお緊急防災・減災事業債の期限について

は、５か年間の延長が公表されたことから、来年度以降も一定の需要が見込まれております。防衛関連分野の需要

についても、防衛費予算の増額の影響による防衛装備品、各種防衛施設の需要は増加傾向が継続しております。放

送関連分野においては、放送事業者によるメンテナンス需要は改善傾向にあり、デジタル放送設備の更新需要につ

いても一部に需要の増加が見られ始めております。ソリューション関連分野においては、子会社である株式会社サ

イバーコアの画像AI技術と当社が培ってきた無線通信技術を組み合わせ、人流・交通分析をはじめとしたソリュー

ションの実績を積み上げており、様々な社会課題を解決する事業を推進しております。その他分野としては、子会

社の株式会社デンコーにおいて屋外建築鉄骨や鋼構造物の表面処理需要の領域拡大に向けて、りん酸亜鉛処理設備

を新設し、需要のさらなる確保に努めております。

　このような事業環境のもと、当事業分野では成長事業セグメントにおける需要の取り込みに加え、生産性の向上

と固定費削減の取り組みを積極的に図ってまいりました。

　その結果、受注高は前年同期比11.7％増の280億９千２百万円、売上高は前年同期比15.0％増の254億７百万円と

なりました。また、セグメント利益（営業利益）につきましては、前年同期比23.5％増の23億６千７百万円となり

ました。

（高周波関連事業）

　当事業では、高周波誘導加熱装置関連分野においては、自動車関連業界において米国を中心とした通商政策によ

り、設備投資需要は全般的に低調な水準で推移いたしましたが、一部顧客においては需要に回復の兆しが見られて

おります。また限られた需要を巡る競争の激化から、収益性についても厳しい状況が続いております。このような

状況の中、自動車関連業界における設備投資動向を見定めたうえで、従来の主力製品に対する需要に加え、自動車

EV化に伴う領域の拡大や既存設備のメンテナンス需要の掘り起こしを積極的に進めてまいりました。熱処理受託加

工関連分野においては、自動車メーカー各社の生産活動に一部影響が出ており、需要の着実な獲得、国内外におけ

る生産体制の改善に取り組んでまいりました。高周波新領域関連分野においては、過熱水蒸気装置を用いた食品や

廃棄物の処理における需要の創出を進めるため、過熱水蒸気技術の高度化、知名度向上のための展示会への出展な
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どの取り組みを進めてまいりました。その結果、食品関連分野という新たな市場において、粉末殺菌技術を備えた

過熱水蒸気装置の受注を獲得することができました。

　このような事業環境のもと、当事業分野では積極的な受注活動に加え、生産性・品質の向上や販売価格の見直し

による利益の拡大に取り組んでまいりました。

　その結果、受注高は前年同期比12.1％増の107億８千１百万円、売上高は前年同期比4.4％減の99億５千２百万円

となりました。また、セグメント利益（営業利益）につきましては、前年同期比8.6％減の15億９千２百万円とな

りました。

（２）当期の財政状態の概況

　当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ３千９百万円増加し530億５千５百万円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ１億２千８百万円増加し384億７千２百万円となりました。その主な要因

は、現金及び預金が45億３千５百万円減少したものの、受取手形を含む売掛債権が29億６千９百万円、棚卸資産が

８億９千４百万円、その他に含まれる未収入金が６億３千万円、立替金が１億７千万円それぞれ増加したこと等が

挙げられます。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ８千９百万円減少し145億８千３百万円となりました。その主な要因は、

有形固定資産が７億４千９百万円、退職給付に係る資産が５億７千５百万円それぞれ増加したものの、投資有価証

券が６億２千６百万円、繰延税金資産が３億６千３百万円、投資その他の資産のその他に含まれる積立保険料が４

億１千１百万円それぞれ減少したこと等が挙げられます。

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ16億４千万円増加し129億９千３百万円となりました。その主な要因は、

支払手形を含む仕入債務が３億８千９百万円、１年内返済予定の長期借入金が10億６千８百万円それぞれ減少した

ものの、短期借入金が５億円、未払法人税等が３億８千６百万円、契約負債が２億７千５百万円、前受収益が17億

７千１百万円それぞれ増加したこと等が挙げられます。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ17億６百万円減少し28億４千９百万円となりました。その主な要因は、長

期借入金が４億９千２百万円増加したものの、退職給付に係る負債が４億２千９百万円、長期前受収益が17億７千

６百万円それぞれ減少したこと等が挙げられます。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ１億５百万円増加し372億１千２百万円となりました。その主な要因は、利

益剰余金が11億６千４百万円減少した一方で、自己株式の取得と消却等により自己株式が12億５千２百万円減少し

純資産が増加したこと等が挙げられます。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）は、前連結会計年度末に比べ25億９

千４百万円減少し、当連結会計年度末には114億２千２百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は24億７千１百万円（前年同期は18億２千３百万円の使用）となりました。これは

主に税金等調整前当期純利益の計上30億８千６百万円等の増加要因に対し、売上債権の増減額29億５千２百万円、

投資事業組合運用益の計上８億７千９百万円、投資有価証券売却益の計上８億６千２百万円、棚卸資産の増減額８

億４百万円等の減少要因が上回ったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果獲得した資金は20億４千７百万円（前年同期は３億９千６百万円の獲得）となりました。これは

主に定期預金の払戻による収入133億１千５百万円、投資事業組合からの分配による収入10億８千６百万円、投資

有価証券の売却による収入６億７千７百万円等の増加要因に対し、定期預金の預入による支出113億８千２百万

円、有形及び無形固定資産の取得による支出15億９千５百万円等の減少要因が下回ったことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は21億６千５百万円（前年同期は20億９千７百万円の使用）となりました。これは

主に長期借入金の返済による支出10億７千６百万円、自己株式の取得による支出10億１百万円等の減少要因による

ものであります。
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（４）今後の見通し

　今後の見通しにつきましては、国内景気は緩やかに回復傾向にありますが、変化する事業環境や価格競争の激化

に加え、中東情勢を始めとした地政学リスクから、当社グループを取り巻く経営環境につきましても、予断の許さ

ない状況が続くことが想定されます。

　以上のような環境の中、中期経営計画「DKK-Plan2028」の２年目にあたり、収益創出体制の確立による成長の実

現に向けた取り組みを一層と推進し、当社グループの業績の向上を確実なものとしてまいります。

　電気通信関連事業においては、移動通信関連分野では、通信品質改善に向けた設備投資需要に対し、移動通信基

地局用アンテナに加え、無線装置の拡販に注力してまいります。固定無線関連分野においては、緊急防災・減災事

業債に起因する需要が一段落することが想定されますが、地方自治体向け防災行政無線の需要の掘り起こしを積極

的に進めてまいります。防衛関連分野においては、防衛費の予算増額を背景とした需要の増加に対し、装備品の安

定供給と既存設備の維持・点検整備事業への積極的な提案による受注獲得を図ってまいります。放送関連分野にお

いては、メンテナンス需要と共にデジタル放送設備の更新需要を積極的に獲得してまいります。ソリューション関

連分野においては、AIソリューションによる社会課題解決に向け、提案力・開発力の増強に向けた組織改編を実施

したうえで、子会社である株式会社サイバーコアとの協業による受注拡大を進めてまいります。

　高周波関連事業においては、高周波誘導加熱装置関連分野では、自動車関連業界における設備投資動向を見定め

たうえで、新たに稼働した試作拠点の活用による受注の拡大や既存設備のメンテナンス需要の掘り起こしを進め、

熱処理受託加工分野についても、需要の着実な獲得、国内外における生産体制の構築に取り組んでまいります。

　中期経営計画「DKK-Plan2028」の２年目を迎え、当期に推し進めた収益創出体制の確立による成長の実現に向け

た取り組みを一層推進してまいります。

　このような状況のもと、次期連結会計年度の業績につきましては、売上高365億円（前年同期比3.0％増）、営業

利益16億５千万円（前年同期比37.6％増）、経常利益16億５千万円（前年同期比37.9％増）、親会社株主に帰属す

る当期純利益23億円（前年同期比21.7％増）を予想しております。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社の利益配分に関しましては、株主資本の効率化と株主様への利益還元を重要な経営事項として位置づけ、堅

実な経営を通じて株主の皆様に対して配当を継続して実施することを基本としております。配当政策については、

連結配当性向40％を目途に当該期の業績に連動させ、かつ連結株主資本配当率（DOE）2.0％を下限値の目途とする

方針を掲げておりましたが、株主還元強化に向けた施策として下限値の目途をDOE2.5％に引き上げることといたし

ました。当社は、収益創出体制の確立を進めると同時に、株主の皆様への還元はいち早く強化することを検討して

おります。

　上記の基本方針に則り、当期の期末配当金は、先に行いました中間配当金40円から増額し１株につき60円を予定

しています。これにより、当期の年間配当金は、前期から20円増額の１株当たり100円となります。次期の配当に

関しましては、当期純利益の見通しから連結配当性向に準じて年間配当金を算出し、１株当たり中間配当金50円、

期末配当金55円の年間配当金105円を予定しております。

　また、株主還元策及び資本効率の改善策として、当期に自己株式の取得及び消却を実施しております。今後にお

いても、配当政策及び自己株式の取得を通じて、株主の皆様に対する利益還元を強化してまいります。

（６）中長期的な会社の経営戦略

　当社は、経営環境の変化に迅速に対応し、事業の継続性と安定した収益の確保を目指すとともに、継続的なコー

ポレートガバナンスの強化に向けた取り組みを進めることで、企業価値の増大を図ることを基本としています。当

社の中長期的な経営戦略としては、2021年３月に開示いたしました「中長期経営戦略」に記載しておりますとお

り、「社会貢献への積極的関与」と「企業価値の向上・成長の実現」により、当社グループのありたい姿である

「未来の当たり前をつくる企業（Pioneering the future）」の実現を目標としており、当社グループの永続的な

発展・成長を果たしてまいります。

　また、上記「中長期経営戦略」のビジョン達成に向けた第２ステップとして、2026年３月期からの３ヵ年におけ

る目標及び施策として中期経営計画「DKK-Plan2028」を策定いたしました。DKK-Plan2028は、2022年３月に策定し

た前回中期経営計画であるDKK-Plan2025による経営基盤の構築に続く、成長の実現と加速に向けた経営計画となり

ます。「収益創出体制の確立による成長の実現」を基本方針に据え、重点施策に「事業構造改革」「経営資源の最

適化」「サステナビリティ経営の発展」を掲げております。

　当社の経営環境はエネルギー及び部品価格等の高騰や人件費の高騰、社会構造の複雑化など大きく変化しており

ます。そのような環境の中、収益創出体制を確立し、事業戦略・人的資本戦略・研究開発戦略・サステナビリティ

の取り組みを連動させ、持続的な社会の実現と企業価値の向上を目指してまいります。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準を採用することとして

おります。なお、IFRS（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、今後の動向を注視

し、適切に対応していく方針であります。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 16,180 11,644

受取手形 106 244

電子記録債権 2,120 1,457

完成工事未収入金 4,727 8,488

売掛金 4,222 4,166

契約資産 3,228 3,018

未成工事支出金 81 156

その他の棚卸資産 6,714 7,533

その他 982 1,785

貸倒引当金 △20 △23

流動資産合計 38,343 38,472

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 10,439 10,682

機械装置及び運搬具 9,557 9,909

工具、器具及び備品 6,259 6,146

土地 2,272 2,273

リース資産 371 436

建設仮勘定 914 1,331

減価償却累計額 △23,526 △23,744

有形固定資産合計 6,287 7,036

無形固定資産

のれん 13 11

その他 385 309

無形固定資産合計 399 321

投資その他の資産

投資有価証券 2,988 2,361

長期貸付金 1 2

退職給付に係る資産 1,461 2,037

長期預金 1,000 1,000

繰延税金資産 1,165 801

その他 1,416 1,068

貸倒引当金 △46 △46

投資その他の資産合計 7,986 7,225

固定資産合計 14,672 14,583

資産合計 53,016 53,055

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,214 2,824

短期借入金 4,400 4,900

１年内返済予定の長期借入金 1,076 7

リース債務 55 74

未払法人税等 519 906

契約負債 269 544

完成工事補償引当金 50 14

製品保証引当金 29 24

賞与引当金 486 640

役員賞与引当金 42 76

工事損失引当金 18 7

関係会社整理損失引当金 12 1

環境対策等引当金 － 50

前受収益 － 1,771

その他 1,178 1,149

流動負債合計 11,353 12,993

固定負債

長期借入金 33 525

リース債務 164 210

製品保証引当金 1 0

役員株式給付引当金 115 121

環境対策等引当金 46 －

退職給付に係る負債 2,352 1,922

資産除去債務 40 40

長期前受収益 1,776 －

繰延税金負債 6 5

その他 18 22

固定負債合計 4,555 2,849

負債合計 15,908 15,842

純資産の部

株主資本

資本金 8,774 8,774

資本剰余金 9,688 9,688

利益剰余金 19,775 18,611

自己株式 △3,911 △2,658

株主資本合計 34,327 34,415

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 599 575

為替換算調整勘定 1,018 964

退職給付に係る調整累計額 525 772

その他の包括利益累計額合計 2,144 2,312

非支配株主持分 636 484

純資産合計 37,107 37,212

負債純資産合計 53,016 53,055
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

売上高

完成工事高 12,265 14,220

製品売上高 20,212 21,120

その他の事業売上高 103 105

売上高合計 32,582 35,446

売上原価

完成工事原価 9,939 11,233

製品売上原価 15,586 16,987

その他の事業売上原価 41 47

売上原価合計 25,567 28,268

売上総利益

完成工事総利益 2,326 2,986

製品売上総利益 4,626 4,133

その他の事業総利益 61 58

売上総利益合計 7,014 7,177

販売費及び一般管理費 6,079 5,978

営業利益 935 1,199

営業外収益

受取利息 23 49

有価証券利息 11 11

受取配当金 113 69

受取保険金 75 －

その他 137 154

営業外収益合計 361 284

営業外費用

支払利息 66 89

コミットメントフィー 30 88

為替差損 82 －

投資事業組合運用損 47 77

その他 43 32

営業外費用合計 272 287

経常利益 1,024 1,196

特別利益

投資有価証券売却益 1,793 862

投資事業組合運用益 － 879

為替換算調整勘定取崩益 － 149

特別利益合計 1,793 1,890

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

- 8 -

電気興業㈱(6706) 2026年3月期 決算短信



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

特別損失

投資有価証券売却損 10 －

減損損失 1,765 －

特別損失合計 1,775 －

税金等調整前当期純利益 1,042 3,086

法人税、住民税及び事業税 578 900

法人税等調整額 △33 270

法人税等合計 545 1,170

当期純利益 497 1,916

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△）
△280 26

親会社株主に帰属する当期純利益 777 1,889
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

当期純利益 497 1,916

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △616 △24

為替換算調整勘定 187 △189

退職給付に係る調整額 △151 246

その他の包括利益合計 △580 33

包括利益 △83 1,949

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 158 2,058

非支配株主に係る包括利益 △242 △108

（連結包括利益計算書）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,774 9,693 19,570 △2,919 35,119

当期変動額

剰余金の配当 △572 △572

親会社株主に帰属する当期
純利益

777 777

自己株式の取得 △992 △992

自己株式の処分 △0 0 0

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

△5 △5

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － △5 205 △992 △792

当期末残高 8,774 9,688 19,775 △3,911 34,327

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 1,216 870 677 2,763 840 38,723

当期変動額

剰余金の配当 △572

親会社株主に帰属する当期
純利益

777

自己株式の取得 △992

自己株式の処分 0

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

△5

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△616 148 △151 △619 △203 △823

当期変動額合計 △616 148 △151 △619 △203 △1,615

当期末残高 599 1,018 525 2,144 636 37,107

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）
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(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 8,774 9,688 19,775 △3,911 34,327

当期変動額

剰余金の配当 △823 △823

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,889 1,889

自己株式の取得 △1,001 △1,001

自己株式の消却 △0 △2,234 2,234 －

自己株式の処分 0 19 19

連結範囲の変動 4 4

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － △1,164 1,252 88

当期末残高 8,774 9,688 18,611 △2,658 34,415

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分

純資産合計その他有価
証券評価差
額金

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

その他の包
括利益累計
額合計

当期首残高 599 1,018 525 2,144 636 37,107

当期変動額

剰余金の配当 △823

親会社株主に帰属する当期
純利益

1,889

自己株式の取得 △1,001

自己株式の消却 －

自己株式の処分 19

連結範囲の変動 4

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△24 △54 246 168 △151 16

当期変動額合計 △24 △54 246 168 △151 105

当期末残高 575 964 772 2,312 484 37,212

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,042 3,086

減価償却費 801 812

のれん償却額 128 2

減損損失 1,765 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △43 153

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 31 33

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △186 △239

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 26 25

貸倒引当金の増減額（△は減少） △40 3

工事損失引当金の増減額（△は減少） △8 △10

製品保証引当金の増減額（△は減少） △17 △5

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △1 △10

環境対策等引当金の増減額（△は減少） △153 4

受取利息及び受取配当金 △148 △130

支払利息 66 89

受取保険金 △75 －

為替差損益（△は益） 31 19

投資事業組合運用損 － 77

投資有価証券売却損益（△は益） △1,782 △862

投資事業組合運用益 － △879

為替換算調整勘定取崩損益（△は益） － △149

売上債権の増減額（△は増加） △2,347 △2,952

未成工事支出金の増減額（△は増加） △42 △75

棚卸資産の増減額（△は増加） △309 △804

その他の資産の増減額（△は増加） △398 △281

仕入債務の増減額（△は減少） △188 △403

契約負債の増減額（△は減少） 56 275

未払消費税等の増減額（△は減少） 136 141

その他の負債の増減額（△は減少） △123 136

その他 48 10

小計 △1,732 △1,932

利息及び配当金の受取額 144 129

利息の支払額 △57 △77

保険金の受取額 75 －

法人税等の支払額 △253 △590

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,823 △2,471

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　2024年４月１日
　至　2025年３月31日)

当連結会計年度
(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △7,422 △11,382

定期預金の払戻による収入 7,010 13,315

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,903 △1,595

有形及び無形固定資産の売却による収入 200 4

投資有価証券の取得による支出 △234 △0

投資有価証券の売却による収入 2,216 677

投資有価証券の償還による収入 400 －

投資事業組合への出資による支出 △44 △140

投資事業組合からの分配による収入 91 1,086

連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の取得によ

る収入
118 －

その他 △36 83

投資活動によるキャッシュ・フロー 396 2,047

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 500

長期借入れによる収入 － 500

長期借入金の返済による支出 △321 △1,076

リース債務の返済による支出 △66 △78

自己株式の取得による支出 △992 △1,001

子会社の自己株式の取得による支出 △45 －

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式等の取得

による支出
△69 －

配当金の支払額 △571 △814

非支配株主への配当金の支払額 △29 △18

非支配株主への払戻による支出 － △176

その他 0 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,097 △2,165

現金及び現金同等物に係る換算差額 210 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,313 △2,594

現金及び現金同等物の期首残高 17,330 14,016

現金及び現金同等物の期末残高 14,016 11,422
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

2023年３月24日開催の取締役会において解散を決議し清算手続き中でありました当社の連結子会社DKKシノタイ

エンジニアリング㈱は、2025年６月において残余資産の分配が完了し、実質的な清算手続きが完了したため、当連

結会計年度より連結の範囲から除外しております。

（表示方法の変更に関する注記）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「生命保険配当金」は金額的重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「生命保険配当金」に表示してい

た39百万円は、「その他」として組替えております。

（追加情報）

該当事項はありません。
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報告セグメント 主要な内容

電気通信関連事業

各種アンテナ・反射板・鉄塔・鉄構等の製作、建設、販売

各種電気通信用機器、鉄骨等の鍍金加工

各種電気通信施設等の建設工事

各種ソリューションシステムの製作、販売

高周波関連事業

高周波誘導加熱装置並びに関連機器の製造、販売

プラズマ用ほか各種高周波電源の製造、販売

高周波熱処理受託加工

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

　当社は、製品・サービス別の事業単位を置き、各事業単位は、取り扱う製品・サービスについて、グル

ープ会社を含め包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社は、事業単位を基礎とし、製品・サービスの種類、提供方法、販売市場等に基づき

「電気通信関連事業」及び「高周波関連事業」の２つを報告セグメントとしております。

　各報告セグメントの主要な内容は以下のとおりです。

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市

場実勢価格に基づいております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務
諸表計上
額
（注）３

電気通信
関連事業

高周波
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 22,067 10,411 32,478 103 32,582 － 32,582

セグメント間の内部売上高又は振替高 29 － 29 158 188 △188 －

計 22,097 10,411 32,508 262 32,771 △188 32,582

セグメント利益 1,917 1,743 3,660 126 3,787 △2,852 935

セグメント資産 23,944 10,963 34,908 557 35,465 17,550 53,016

その他の項目

減価償却費 328 284 612 58 671 130 801

のれん償却額 128 － 128 － 128 － 128

のれんの未償却残高 13 － 13 － 13 － 13

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 1,224 518 1,742 3 1,746 179 1,926

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

（注）１　「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業並びに売電事業を含ん

でおります。

２　調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△2,852百万円には、セグメント間取引消去△66百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△2,785百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

(2）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産は、主

に報告セグメントに帰属しない本社の現金及び預金等であります。

(3）減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の設

備投資額であります。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社の設備投資等であります。

３　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：百万円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結財務
諸表計上
額
（注）３

電気通信
関連事業

高周波
関連事業

計

売上高

外部顧客への売上高 25,387 9,952 35,340 105 35,446 － 35,446

セグメント間の内部売上高又は振替高 20 － 20 253 273 △273 －

計 25,407 9,952 35,360 358 35,719 △273 35,446

セグメント利益 2,367 1,592 3,960 189 4,150 △2,951 1,199

セグメント資産 27,360 12,022 39,383 650 40,033 13,022 53,055

その他の項目

減価償却費 259 331 590 63 654 158 812

のれん償却額 2 － 2 － 2 － 2

のれんの未償却残高 11 － 11 － 11 － 11

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 981 231 1,212 147 1,360 71 1,431

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（注）１　「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業並びに売電事業を含ん

でおります。

２　調整額は、以下のとおりであります。

(1）セグメント利益の調整額△2,951百万円には、セグメント間取引消去△130百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△2,820百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。

(2）セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産であります。全社資産は、主

に報告セグメントに帰属しない本社の現金及び預金等であります。

(3）減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

(4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の設

備投資額であります。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社の設備投資等であります。

３　セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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日本 アジア 北米 欧州 その他 合計

27,938 2,502 1,210 43 887 32,582

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱NTTドコモ 4,782 電気通信関連事業

【関連情報】

前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２　地域ごとの情報

（1）売上高

（単位：百万円）

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

（2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報

連結損益計算書の売上高の10％を超える特定の外部顧客がないため、記載を省略しております。

当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２　地域ごとの情報

（1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

（2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３　主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
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（単位：百万円）

電気通信

関連事業

高周波

関連事業
その他 全社・消去 合計

減損損失 1,765 － － － 1,765

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　前連結会計年度（自　2024年４月１日　至　2025年３月31日）

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　当連結会計年度（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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前連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度

（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

１株当たり純資産額 3,968.68円 4,213.08円

１株当たり当期純利益金額 83.36円 214.12円

項目

前連結会計年度

（自　2024年４月１日

至　2025年３月31日）

当連結会計年度

（自　2025年４月１日

至　2026年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 777 1,889

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 777 1,889

普通株式の期中平均株式数（株） 9,325,879 8,826,290

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

（連結子会社）

株式会社サイバーコア

第１回新株予約権

普通株式　　700株

第２回新株予約権

普通株式　　350株

第３回新株予約権

普通株式　2,650株

第４回新株予約権

普通株式　　100株

第５回新株予約権

普通株式　　600株

第６回新株予約権

普通株式　4,570株

（連結子会社）

株式会社サイバーコア

第１回新株予約権

普通株式　　700株

第２回新株予約権

普通株式　　300株

第３回新株予約権

普通株式　2,550株

第４回新株予約権

普通株式　　100株

第５回新株予約権

普通株式　　600株

第６回新株予約権

普通株式　4,260株

項目
前連結会計年度

（2025年３月31日）

当連結会計年度

（2026年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 37,107 37,212

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 636 484

（うち非支配株主持分） (636) (484)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 36,471 36,728

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数

（株）
9,189,776 8,717,657

（１株当たり情報の注記）

（注）１　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３　取締役向け株式報酬制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株

式を、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります（前連結会計年度74,745株、当連結会計年度株69,524株）。

４　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

５　取締役向け株式報酬制度に係る信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株

式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末株式数の計算において控除する自己株式に含めております

（前連結会計年度74,688株、当連結会計年度66,743株）。
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（重要な後発事象の注記）

（確定拠出年金制度への移行）

　当社は、2026年４月１日に確定給付企業年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行したことにより、

「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 2016 年 12 月 16 日）及び「退

職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第２号 2007 年２月７日）を適用

し、確定拠出年金制度への移行部分について退職給付制度の一部終了の処理を行います。これによる影響額は、

翌連結会計年度において、特別利益として計上する予定ですが、金額については現在算定中であります。
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報告セグメント

前連結会計年度 当連結会計年度

増減(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 増減率(％)

電気通信関連事業 9,965 48.9 11,676 53.8 1,711 17.2

高周波関連事業 10,407 51.1 10,032 46.2 △374 △3.6

合計 20,372 100.0 21,709 100.0 1,336 6.6

報告セグメント

前連結会計年度 当連結会計年度

増減(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

受注高

(百万円)

受注残高

(百万円)

受注高

(百万円)

受注残高

(百万円)

受注高

(百万円)

受注残高

(百万円)

電気通信関連事業 25,155 14,552 28,092 17,257 2,937 2,704

高周波関連事業 9,620 3,097 10,781 3,926 1,160 828

合計 34,776 17,650 38,873 21,183 4,097 3,533

報告セグメント

前連結会計年度 当連結会計年度

増減(自　2024年４月１日

　至　2025年３月31日)

(自　2025年４月１日

　至　2026年３月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 増減率(％)

電気通信関連事業

工事 12,265 37.6 14,220 40.1 1,954 15.9

設備・機材売上 9,801 30.1 11,167 31.5 1,365 13.9

電気通信関連事業小計 22,067 67.7 25,387 71.6 3,320 15.0

高周波関連事業 10,411 32.0 9,952 28.1 △458 △4.4

報告セグメント計 32,478 99.7 35,340 99.7 2,861 8.8

その他 103 0.3 105 0.3 1 1.6

合計 32,582 100.0 35,446 100.0 2,863 8.8

４．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

①生産実績

（注）１　金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　電気通信関連事業のうち、工事に係わる生産実績を定義することが困難であるため、上記生産実績から除いて

表示しております。

②受注実績

③売上実績

（注）１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　「その他」区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、設備貸付事業並びに売電事業を含んで

おります。
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